
 

 

 

 

地域未来投資促進法に基づく取組の進捗について 

 

１ 概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 経済的効果の目標に対する進捗状況 

促進区域内（岩手県全域）で約69億円の付加価値を創出する目標に対し、承認

済の事業計画での2022年度末の見込みは、約33億3,100万円(48.3％)となっていま

す。（別添２） 

 ※地域経済牽引事業の承認事業件数は11件となっています。 

 

３ 今後の取組等について 

 ⑴ 基本計画に掲げる経済的効果の目標の達成に向け、地域経済牽引事業計画を

策定する企業等の掘り起こしが必要な状況です。 

 ⑵ これまで、国や県のＨＰで制度周知を図っているほか、県、市町村、産業支

援機関、金融機関等と連携し、企業等からの照会・相談対応や企業訪問等を通

じて制度の周知を図ってきましたが、今年度は次の取組により、より一層の制

度周知等を図っていきます。 

ア 県北沿岸地域経済をけん引する地場企業等ガイドブックの作成 

イ 地域未来牽引サミットの開催（久慈市を会場に開催予定） 

 ⑶ 上記の取組成果を検証し、2019年度は、地域未来牽引サミットやセミナー等

の開催を全県で検討することとしています。 

 

 

 

 

 

○ 企業立地促進法の成果の検証に基づき、観光・航空機部品など、地域の特

性を生かした成長性の高い新たな分野に挑戦する取組等を支援するため、地

域未来投資促進法が平成29年７月31日施行されました。 

〇 県では、法の施行を受け、国の基本方針に沿って、国が例示した６分野全

てを支援対象とする形で基本計画を策定し、平成29年9月29日付けで国の同意

を得ているところです。（別添１） 

〇 関係部局、市町村、産業支援機関等と連携し、企業等の地域経済牽引事業

計画の策定や事業化等を支援しているところです。 

岩手県商工観光審議会  

平 成 3 0 年 1 2 月 1 9 日 

商工労働観光部商工企画室 

資 料 ３ 



 

【参考：地域未来投資促進法について】 

１ 基本スキームの概要 

地域の特性を生かして高い付加価値を創出し、地域の事業者に対する経済的波及効果を

及ぼすことにより地域経済を牽引する事業（「地域経済牽引事業」）を促進し、地域の成

長発展の基盤強化を図るため、事業者等が作成する当該事業に係る計画を承認する制度を

創設し、計画に係る事業を支援する等の措置を講ずるものです。 

《地域未来投資促進法のスキーム》 

 

 

２ 地域経済牽引事業に対する支援措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


